別記様式２号
南風原町新規就農一貫支援事業
就農定着計画書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日
　南風原町長　殿
　　　　　　　　　　　　　　（申請者）住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　印
　このことについて、別紙のとおり南風原町新規就農一貫支援事業就農定着計画を提出します。
１　家族の経営内容の概要
	作物、家畜等
	経営規模
	備考（施設・露地、作型等）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　　※非農家の場合は、該当なしと記入する。
就　農　定　着　計　画
　　　　　　　　　　　　　　住　所：
　　　　　　　　　　　　　　氏　名：
　　　　　　　　　　　　　　（生年月日　　年　　月　　日（　　　歳））
１ 就農時における農業経営又は農業従事の態様に関する目標
（１）将来の農業経営又は農業従事の態様の構想
（２）現況
	営  農
部  門
	
	就農面積
	
	就　農
時　期

	

	就　農・
経営形態

	

	経営規模

	

	作　　目

	

	所　得

	      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　万円／年


	農　　業
労 働 力

	氏　　　名
	年齢・続柄等
	年間農業従事日数

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（３）目標（５年後の目標）
	営  農
部  門
	
	就農面積
	
	
	

	就　農・
経営形態

	

	経営規模

	

	作　　目

	

	所得

	      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　万円／年


	農　　業
労 働 力

	氏　　　名
	年齢・続柄等
	年間農業従事日数

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（４）過去の農業教育・研修等経験
	 学校教育・ 施設研修

	学校・研修先の名称

	所　在　地

	教育・研修期間


	
	
	
	

	
	教育・研修内容

	 農家等実務研修等

	研修先等の名称

	所　在　地
	研　修　等　期　間
                    

	
	
	
	

	
	研修等内容


（５）経営開始又は就農定着に向けた事業計画
	事業内容

	規模・構造等

	実施時期

	事業費

	資　金　名　等


	
	
	
	
	


（６）資金調達計画
	区　　分

	資　金　名　等

	借入時期

	借 入 額

	借　入　条　件


	就農研修

	
	
	
	

	就農準備

	
	
	
	

	就 農 時

	
	
	
	

	農地取得

	
	
	
	


（７）現在の農用地の取得又は計画
	栽　培　作　目

	現在所有地

	取得計画地

	合　　　計


	
	
	
	

	
	
	
	


  ＊経営改善計画書を添付する（別記様式３号）　。
 記載上の留意事項
１「１家族の経営内容の概要」は、現在、家族が取り組んでいる農業経　営内容を記入する（本人以外の父親や兄弟）。
２
　１の「（１）将来の農業経営又は農業従事の態様の構想」は、就農に必要な農業技術等の習得、就農時における農業経営の目標等の位置付けや必要性が明らかにな　るよう、就農計画の作成時において構想している自らの将来の農業経営を記載する。
（農業法人の雇用者及び農業経営を営む個人の世帯員（同居の親族）として農業に　従事しようとする者（以下「農業法人の雇用者等」という。）にあっては、独立後の自らの農業経営又は農業法人等における農業従事の態様の構想について記載する。）
３　１の「（２）就農時における現況」では、
　ア　就農面積は、直近の実面積を記入する。また、就農時期については、就農した　　　時期を記入する。
　　　　（例：就農面積平成23年4月　現在実面積10a  　 就農時期：平成23年4月）
イ　就農・経営形態については、自営による個人経営、親の経営とは別の部門経営、　　　リ－ス農場による個人経営、農業法人等を記載する。
　ウ　「経営規模」の欄以下の欄については、直近の農業経営規模を記入。なお、1年に数回植え付け等がある場合は、実面積記入に（　）内に延べ面積を記入。
　　　（例：10a(年2回収穫：20a)）
　エ　「経営規模」において、賃借による場合は、その旨記載し、所得は、直近の農　　 業所得を記入する。
      （例：自作地20a　借地5a　　農業所得：1,000千円)
　オ　農業労働力については、申請者本人については必ず記載することとし、その他　の従事者については参考として記載する。
　カ　農業労働力の欄は、申請者本人については必ず記載する。
４　１の「（３）就農時における目標」では、
　ア　就農面積は、実面積を記入する。
イ　就農・経営形態については、自営による個人経営、親の経営とは別の部門経営、　　　リ－ス農場による個人経営等を記載する。
　ウ　「経営規模」の欄以下の欄については、経営開始後おおむね５年間に達成すべ　き農業経営の農業所得目標について記載する。
　エ　経営規模については、賃借等による場合は、その旨記載する。
　オ　農業労働力については、申請者本人については必ず記載することとし、その他　の従事者についても記載する。
５　２の「（４）過去の農業教育・研修等経験」では、
　ア　学校教育・施設研修については、農業高校、農業者研修教育施設（県農業大学　校）、民間研修教育施設等における教育・研修を記載する。
　イ　農家等実務研修等については、以下のように記載する。
　（ア）農業等における実務研修経験者は、研修先等の名称に、研修先の農家氏名等　とともに、その研修先の紹介機関（例：地域農業改良普及センタ－、（社）国際農業者交流協会等）があれば、併せて記載する。
　（イ）現に農業法人等の研修している者は、研修先等の名称に、農業法人等名を、研修等内容に、研修内容、取得作物等を記載する。また、所在地については、海外研修にあっては、国名を記載する。
６　２の「（５）経営開始・就農定着に向けた事業計画」では、事業内容については、機械名・施設名の導入、リース農場の利用、農用地の購入・賃借等について、内容を記載する。
（例：事業内容：平張施設　規模・構造：10a　48.6mmパイプ　実施時期：平成24年8月導入予定　事業費：4,000千円   資金名：新規就農一貫支援事業補助金及び自己負担）
７　２の「（６）資金調達計画」のうち自己資金で活用する場合等にあっては「自己資金」と記載する。なお、就農研修、就農準備、就農時、農地取得において、過去に借入がある場合も記入する。
   （例　就農研修：就農支援資金　借入時期：平成21年12月　借入額：400千円
　　借入条件：2年据え置き)　　
８　２の「（７）現在の農用地の取得又は計画」は作目ごとに記載する。
　　「現在所有地」、「取得計画有地」は、借地も含めた面積を記入する。
      （例　栽培品目：マンゴー　現在所有地：20a  取得計画地：20a　合計：40a）
